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◎ 労働者災害補償保険法 

第一条 労働者災害補償保険は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、

疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給

付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかか

つた労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護、労働者の安

全及び衛生の確保等を図り、もつて労働者の福祉の増進に寄与することを目

的とする。 

 

第七条 この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 労働者の業務上の負傷、疾病、障害又は死亡(以下「業務災害」とい

う。)に関する保険給付 

二 労働者の通勤による負傷、疾病、障害又は死亡(以下「通勤災害」とい

う。)に関する保険給付 

三 二次健康診断等給付 

② 前項第二号の通勤とは、労働者が、就業に関し、次に掲げる移動を、合理

的な経路及び方法により行うことをいい、業務の性質を有するものを除くも

のとする。 

一 住居と就業の場所との間の往復 

二 厚生労働省令で定める就業の場所から他の就業の場所への移動 

三 第一号に掲げる往復に先行し、又は後続する住居間の移動(厚生労働省令

で定める要件に該当するものに限る。) 

③ 労働者が、前項各号に掲げる移動の経路を逸脱し、又は同項各号に掲げる

移動を中断した場合においては、当該逸脱又は中断の間及びその後の同項各

号に掲げる移動は、第一項第二号の通勤としない。ただし、当該逸脱又は中

断が、日常生活上必要な行為であつて厚生労働省令で定めるものをやむを得

ない事由により行うための最小限度のものである場合は、当該逸脱又は中断

の間を除き、この限りでない。 

 

第八条 給付基礎日額は、労働基準法第十二条の平均賃金に相当する額とす
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る。この場合において、同条第一項の平均賃金を算定すべき事由の発生した

日は、前条第一項第一号及び第二号に規定する負傷若しくは死亡の原因であ

る事故が発生した日又は診断によつて同項第一号及び第二号に規定する疾病

の発生が確定した日(以下「算定事由発生日」という。)とする。 

② 労働基準法第十二条の平均賃金に相当する額を給付基礎日額とすることが

適当でないと認められるときは、前項の規定にかかわらず、厚生労働省令で

定めるところによつて政府が算定する額を給付基礎日額とする。 

 

 

◎ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 

第十二条 一般保険料に係る保険料率は、次のとおりとする。 

一 労災保険及び雇用保険に係る保険関係が成立している事業にあつては、

労災保険率と雇用保険率とを加えた率 

二 労災保険に係る保険関係のみが成立している事業にあつては、労災保険

率 

三 雇用保険に係る保険関係のみが成立している事業にあつては、雇用保険 

 率 

２ 労災保険率は、労災保険法の規定による保険給付及び社会復帰促進等事業

に要する費用の予想額に照らし、将来にわたつて、労災保険の事業に係る財

政の均衡を保つことができるものでなければならないものとし、政令で定め

るところにより、労災保険法の適用を受けるすべての事業の過去三年間の業

務災害(労災保険法第七条第一項第一号の業務災害をいう。以下同じ。)及び

通勤災害(同項第二号の通勤災害をいう。以下同じ。)に係る災害率並びに二

次健康診断等給付(同項第三号の二次健康診断等給付をいう。次項及び第十

三条において同じ。)に要した費用の額、社会復帰促進等事業として行う事

業の種類及び内容その他の事情を考慮して厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、連続する三保険年度中の各保険年度において次の各号の

いずれかに該当する事業であつて当該連続する三保険年度中の最後の保険年

度に属する三月三十一日(以下この項において「基準日」という。)において

労災保険に係る保険関係が成立した後三年以上経過したものについての当該

連続する三保険年度の間における労災保険法の規定による業務災害に関する



 

保険給付(労災保険法第十六条の六第一項第二号の場合に支給される遺族補

償一時金、特定の業務に長期間従事することにより発生する疾病であつて厚

生労働省令で定めるものにかかつた者(厚生労働省令で定める事業の種類ご

とに、当該事業における就労期間等を考慮して厚生労働省令で定める者に限

る。)に係る保険給付(以下この項及び第二十条第一項において「特定疾病に

かかつた者に係る保険給付」という。)及び労災保険法第三十六条第一項の

規定により保険給付を受けることができることとされた者(以下「第三種特

別加入者」という。)に係る保険給付を除く。)の額(年金たる保険給付その

他厚生労働省令で定める保険給付については、その額は、厚生労働省令で定

めるところにより算定するものとする。第二十条第一項において同じ。)に

労災保険法第二十九条第一項第二号に掲げる事業として支給が行われた給付

金のうち業務災害に係るもので厚生労働省令で定めるものの額(一時金とし

て支給された給付金以外のものについては、その額は、厚生労働省令で定め

るところにより算定するものとする。)を加えた額と一般保険料の額(第一項

第一号の事業については、前項の規定による労災保険率(その率がこの項の

規定により引き上げ又は引き下げられたときは、その引き上げ又は引き下げ

られた率)に応ずる部分の額)から非業務災害率(労災保険法の適用を受ける

すべての事業の過去三年間の通勤災害に係る災害率及び二次健康診断等給付

に要した費用の額その他の事情を考慮して厚生労働大臣の定める率をいう。

以下この項及び第二十条第一項において同じ。)に応ずる部分の額を減じた

額に第一種特別加入保険料の額から特別加入非業務災害率(非業務災害率か

ら第十三条の厚生労働大臣の定める率を減じた率をいう。第二十条第一項各

号及び第二項において同じ。)に応ずる部分の額を減じた額を加えた額に業

務災害に関する年金たる保険給付に要する費用、特定疾病にかかつた者に係

る保険給付に要する費用その他の事情を考慮して厚生労働省令で定める率

(第二十条第一項第一号において「第一種調整率」という。)を乗じて得た額

との割合が百分の八十五を超え、又は百分の七十五以下である場合には、当

該事業についての前項の規定による労災保険率から非業務災害率を減じた率

を百分の四十の範囲内において厚生労働省令で定める率だけ引き上げ又は引

き下げた率に非業務災害率を加えた率を、当該事業についての基準日の属す

る保険年度の次の次の保険年度の労災保険率とすることができる。 



 

一 百人以上の労働者を使用する事業 

二 二十人以上百人未満の労働者を使用する事業であつて、当該労働者の数 

に当該事業と同種の事業に係る前項の規定による労災保険率から非業務災

害率を減じた率を乗じて得た数が厚生労働省令で定める数以上であるもの 

三 前二号に掲げる事業のほか、厚生労働省令で定める規模の事業 

 

 


